
第３８ 号

氏 名 国営事業地区名

小澤 康弘氏
渡良瀬川中央

（群馬県邑楽町）

三ヶ日町柑橘出荷組合
浜名湖北部

（静岡県浜松市）

平成2８年度 関東農政局
国営土地改良事業地区
営農推進功労者表彰

関東農政局では、国営土地改良事業地区等に
おいて、生産技術の向上と農業経営改善のため
の創意工夫を意欲的に行うことによって、他の
模範となり、事業推進及び営農推進に著しく功
績のあった方々を表彰しています。平成28年
度は２者が関東農政局長賞を受賞され、平成
28年12月８日にさいたま新都心合同庁舎で表
彰式を開催しました。
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事業を契機に耕畜連携による地域資源循環型農業を実践

乾田化で大型機械の導入が可能となったことから肥育
牛経営に重要な飼料コスト削減と肉質の向上の取り組み
を飼料作物の自給化により積極的に行っています。その
一つとして、飼料用とうもろこしは、細断型ロールベー
ラーを導入し、労力の軽減を図り飼料用とうもろこしの
作付を拡大し、高品質飼料の通年給与とコストの削減の
両立を実現させました。また、平成21年、飼料用もち米

事 業 を 契 機 と し た 農 地 集 積

小澤氏は事業実施前までは、一筆が10アール区画の
水はけの悪い水田に米麦の二毛作、はくさい、肥育牛を
家族経営で行っていました。事業により乾田化されたこ
とから、農地に麦及び飼料作物の作付面積を拡大すべく
畜舎を中心とした半径２ｋｍ以内に農地を集約し大型機
械の導入を行い、移動時間の短縮と作業の効率化を図り
ました。これにより限られた家族労働力で安定した高い
生産性が実現するとともに、本年度、後継者とともに将
来の規模拡大を見据えた法人化を行い、さらなる経営の
安定化を図っています。

資源循環型複合経営への取り組み

小澤氏は、乾田化された水田を利用し、畜産環境問題
の解消など種々の課題解決を図ろうと資源循環型複合経
営へ取り組んでいます。湿田だった頃は有機物の分解が
進まず生育障害が発生することから十分な堆肥を投入で
きませんでしたが事業実施後は産出された完熟堆肥を利
用し、減化学肥料栽培に取り組んでいます。はくさい後
作に飼料用とうもろこしを無肥料で作付けし過剰窒素を
吸収させることで麦の生育を安定させ、かつ、環境保全
にも貢献した輪作体系を確立しました。

飼 料 コ ス ト 削 減 と 肉 質 向 上 の 取 組 耕 畜 連 携 の 中 心 で 活 躍

湛水被害が回避され安心して営農ができるようになっ
たことから、小澤氏が中心となり邑楽肉牛地域資源活用
研究会を10名の仲間とともに設立し、耕畜連携により
地域で発生する未利用の農業資源（飼料米・もみ殻・ワ

本地域は、国営渡良瀬川沿岸事業及び関連事業で用排水路の分離等により乾田化が図られ、さらに国営総合
農地防災事業によって湛水被害が回避されたことで、小澤氏は畜舎周辺への農地集積と大型機械導入や法人
化により安定的な農業経営を展開するとともに、邑楽肉牛地域資源活用研究会を設立し、耕畜連携を積極的
に推進するなど、地域資源循環型農業を実践されています。

経営面積：13.8ha
主要作物：水稲、小麦、二条大麦、はくさい、

飼料用とうもろこし、（肥育牛197頭）
労 働 力：自家5人

【群馬県邑楽町】

小澤 康弘

住居を中心とした農地の集約状況小澤氏経営面積推移

もち米配合飼料を食べる牛

国営かんがい排水事業
｢渡良瀬川沿岸地区｣昭和46～59年度
関係市町：桐生市ほか５市３町
受益面積：9,790ha
概 要：農業用水の合理的、高度利

用を図るため、取水施設や
用水路を整備

国営総合農地防災事業
｢渡良瀬川中央地区｣平成12～22年度
関係市町：桐生市ほか５市３町
受益面積：9,400ha
概 要：農地の湛水被害を防ぐため

排水機場の改修、排水路の
拡幅や新設、遊水池の設置

ラ 等 ） を 地
域 内 で 循 環
さ せ る こ と
に よ っ て 、
相 乗 効 果 で
地 域 全 体 の
収 益 性 の 向
上 に つ な が
る 取 組 は 地
域 の モ デ ル
と な っ て い
ます。

群馬県

邑楽町

を県と実証試験を行
い地域に先がけて導
入したことで、高品
質な肉質の生産と、
約40％の経費削減
（県の農業経営指標
と比較した場合）に
つなげています。



整 備 さ れ た 生 産 基 盤 を 活 か し ｢ 三 ヶ 日 み か ん ｣ の ブ ラ ン ド 化 に 貢 献

産 地 計 画 に よ る ブ ラ ン ド の 確 立販売戦略に基づく高付加価値化

三ヶ日町柑橘出荷組合では、国営かんがい排水事業｢浜名湖北部地区｣と関連する県営事業により整備され
た生産基盤を活かしてマルチ栽培＋ドリップかんがいなどの新技術を取り入れ、栽培技術の向上や防除作
業の機械化に取り組み大幅な労力節減を図っています。また、マッピングシステムを活用し農地流動化や
園地の荒廃防止、農家の規模拡大を推進しています。さらに、バーコードシステムを活用したきめ細やか
な生産管理を実現しており、平成27年に機能性表示食品に生鮮食品第１号として認定されるなど｢三ヶ日
みかん｣のブランド化に貢献しています。

国営かんがい排水事業
「浜名湖北部地区」

昭和50～平成元年度

関係市町村：浜松市
(旧浜松市、引佐町
細江町、三ヶ日町)

受益面積：2,430ha
概 要：畑に農業用水を安定

的に供給するため、
頭首工、調整池、揚
水機場、幹線水路等
を整備

みかん作付面積
1,429 ha

主要作物
温州みかん

労 働 力
組合員805人

【静岡県浜松市】

三ヶ日町柑橘出荷組合

静岡県

浜松市

事業を契機とした省力化と技術向上の取組 担い手への農地集積ときめ細かな営農指導

マルチ栽培＋ドリップかんがい

整備された樹園地

スピードスプレイヤによる防除

※1 組合員全ての栽培技術や園地情報を共有できる仕組み
※2 搬入されたみかんを光センサーなどにより農家ごとの製品情報を

蓄積し管理する仕組み

機能性表示

185時間と大幅に労力が節減され
ました。また、「マルチ栽培＋ド
リップかんがい」などの新技術採
用は省力化のみならず付加価値の
高いみかんの生産を可能としまし
た。

かな生産管理を実現しています
。こうした新たな営農指導の仕
組みは出荷組合と農協が連携し
取り入れており、優良品種への
切り替えや１本１本におよぶ樹
木のチェックと厳格な選別が組
織で統一して実施されています
。

マッピング地理情報

※3 届出表示の要約

市場変化に対応するために園地管理の合理化と省力
化は重要な課題となっていましたが、出荷組合では基
盤整備を前提とした機械化と園地改良を積極的に推進
してきました。特に防除作業のスピードスプレイヤは
４割を超える農家で導入されており年間１ha当たり

組合員の栽培技術や園地情報がわかりやすく共有でき
るマッピングシステム（※1） を導入し、園地情報や生産
者の経営意向を見える化することで、優良園地の荒廃防
止とあわせて意欲ある担い手への農地利用集積と経営規
模の拡大化に取り組んでいます。また、バーコードシス
テム（※2） の活用は、選果情報を蓄積するなど、きめ細

出荷組合では生産意向調査を定期的に実施し農協と
情報共有することで、生産者の意向を踏まえた基盤整
備の導入や、意欲ある担い手への農地集積を推進して
います。みかんは植栽後20～30年間収穫が行われる
ため、計画的な優良品種への切替えや農地集積、機械
化など産地の将来像を明確にした計画を策定すること
が重要であり、出荷組合の主導によって成果を伸ばし

た結果、ブランドマー
クである「マルエム」
は全国的な知名度とな
っています。出荷組合
は今後も地域全体を牽
引する組織として関係
者から期待を寄せられ
ています。

出荷組合では、平成20年に「しずおか農水産物認
証」を取得し消費者の安心と信頼を確保、さらに平成
15年から研究機関と連携し機能性の研究を行った結
果平成27年に機能性表示食品に生鮮食品第１号とし
て認定され、「骨の健康に役立つβ- クリプトキサン
チンが含まれています。」（※3） と表示されたみかん
を販売し、市場からも高い評価を受けています。
また、生産者が自ら
店頭に立って販売促
進を実践し、消費者
ニーズを集約し、販
売戦略に活かした取
組を行っています。
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止とあわせて意欲ある担い手への農地利用集積と経営規
模の拡大化に取り組んでいます。また、バーコードシス
テム（※2） の活用は、選果情報を蓄積するなど、きめ細

※1 組合員全ての栽培技術や園地情報を共有できる仕組み
※2 搬入されたみかんを光センサーなどにより農家ごとの製品情報を

蓄積し管理する仕組み

た結果、ブランドマー
クである「マルエム」
は全国的な知名度とな
っています。出荷組合
は今後も地域全体を牽
引する組織として関係
者から期待を寄せられ
ています。

機能性表示

185時間と大幅に労力が節減さ
れました。また、「マルチ栽培
＋ドリップかんがい」などの新
技術採用は省力化のみならず付
加価値の高いみかんの生産を可
能としました。

出荷組合では、平成20年に「しずおか農水産物認
証」を取得し消費者の安心と信頼を確保、さらに平成
15年から研究機関と連携し機能性の研究を行った結
果平成27年に機能性表示食品に生鮮食品第１号とし
て認定され、「骨の健康に役立つβ- クリプトキサン
チンが含まれています。」（※3） と表示されたみかん
を販売し、市場からも高い評価を受けています。

かな生産管理を実現していま
す。こうした新たな営農指導
の仕組みは出荷組合と農協が
連携し取り入れており、優良
品種への切り替えや１本１本
におよぶ樹木のチェックと厳
格な選別が組織で統一して実
施されています。

マッピング地理情報

また、生産者が自ら
店頭に立って販売促
進を実践し、消費者
ニーズを集約し、販
売戦略に活かした取
組を行っています。

※3 届出表示の要約



平成28年12月15日（木）に深谷市藤沢公民館において荒川中部農業農村整備促進協
議会と関東農政局国営土地改良事業地区営農対策委員会により「荒川中部地区畑地かん
がい推進現地研修会」が開催されました。

荒川中部地区において畑地かんがいを利用した営農を推進するために、平成27年度
関東農政局国営土地改良事業地区営農推進功労者表彰を受賞した株式会社ジーワン(栃木
県益子町）の吉岡代表に｢参入する企業からみた地域の条件」と題して講演いただきま
した。

国営かんがい排水事業
「荒川中部地区」

平成26～34年度
関係市町：本庄市、深谷市、寄居町
受益面積：3,212ha
概 要：農業用水の安定な供給、及

び施設の維持管理の費用と
労力を軽減するため、頭首
工（改修）、用水路（新設
・改修）、水管理施設一式
（改修）等を整備

平成27年度関東農政局国営土地改良事業地区営農推進功労者表彰受賞者概要
http://www.maff.go.jp/kanto/nouson/shigen/hyoushou/27.html
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講演では、他産業感覚の品質 (仕様、
価格、納期）管理、安定した生産管理を
行えるまで単品目（キャベツ）栽培、初
期投資を抑えるために露地栽培を選択し
たことなどを話されました。

参入の準備段階から、栃木県から営農
計画や地元との関係構築に関する助言を
受けたり、「小諸の師匠」と慕うキャベ
ツ農家から農業の基本を学ぶなど農業関
係者の助力を得られ、益子町で農業を始
められたそうです。

農地に関しては希望していた水が確保
できる畑地で始めたが、参入前は考慮し
ていなかった倉庫や出荷場などの確保に
苦慮していたところ、地域や当時は取引
の無いJAなどに助けられ、現在も地域
の協力によって営農を続けられているな
ど興味深い話が続きました。

意見交換では、生産者から野菜も農作
物は水が無ければ枯渇してしまい、大規
模経営の農地でいくら設備を整えても、
水が無ければ生物が成育しない。これか
らは畑かんを整備し水を有効に使ってい
くことが大切で、環境に恵まれたこの地
域でさらに畑かんが入れば発展的に農業
が展開できるとの意見が上がりました。

参加者から畑地かんがいについて質問
があり、防除やかん水に使えるなどの栽
培面はもちろん、それによって計画的に
生産・出荷ができると取引先に説明で
き、優位に価格交渉できるとの回答でし
た。また、用水運搬等の労力が削減でき
るため、畑かんの入った耕地から作付計
画が決まり、畑かんの無い耕地は後回し
になってしまい一作空いてしまうなどの
影響があるそうです。
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データ形式 例：農林業センサス 

 

(１) 「地域の農業を見て・知って・活かすＤＢ」（以下、「活かすＤＢ」という。）は、農林水産省

が実施している統計調査（農林業センサス、集落営農実態調査）、行政情報等（農業基盤情報基

礎調査、多面的機能支払交付金等）、他省庁が行う大規模統計調査（国勢調査、経済センサス）、

行政情報等（国土数値情報）の結果を、農業集落を最小単位として見ることができます。（農業

集落単位で各種の情報を見ることができる唯一のデータベースです。）

※ 農業集落：市区町村の区域の一部において、農業上形成されている地域社会。（全国約 14 万の小地域）

(２) Excel などの表計算ソフトを用いて、表やグラフに加工できます。さらに、ＧＩＳ（地理情

報システム）を用いて地図上に分析結果を表示することができます。

 

(１) データは Excel 形式で、各種情報（統計データ、行政情報等）ごとに掲載されています。

(２) 各種情報から必要とするデータをダウンロード（保存）し、Excel やＧＩＳを用いて、表、

グラフ、地図等を目的に合わせ作成します。

(３) 掲載されているデータは、都道府県別になっており、同一県であれば簡単に加工ができます。

農林水産省ホームページに、「地域の農業を見て・知って・活かすＤＢ 

～農林業センサスを中心とした総合データベース～」を公開しました

１ 「地域の農業を見て・知って・活かすＤＢ」の概要 

農林水産省ＨＰ「活かすＤＢ」イメージ 

２ 「活かすＤＢ」のデータ形式とダウンロード、加工 

農業集落コード 

都道府県番号

市区町村番号 農業集落番号 

旧市区町村番号 

データ部 

表の作成 グラフの作成 地図の作成 

インターネット

インターネット

統計データ

行政情報等 ｅｔｃ． 
農業基盤 

情報 
多面的 

機能支払 

国勢調査 

国土数値 
情報 

経済 
センサス

農林業 
センサス

農業集落 

地図 

表頭 

ﾚｺｰﾄﾞ

指標部（全データ共通） 
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　ここでは、統計データ (農林業センサス、集落営農実態調  査   ) と行政情報等  (多面的機能支払交付金) 

を組み合わせて、農業集落ごとの施策の取組状況と担い手の状況等を分析した事例を紹介します。 

Ａ市の施策の取組状況と担い手の状況（ＧＩＳを用いて見える化） 

 

 「活かすＤＢ」のデータ・利用の手引等は、以下の農林水産省ホームページ（以下のアドレス）

にて御確認ください。 

http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/shuraku_data/ 

「農林水産省」-「統計情報」-「地域の農業を見て知って活かす DB」 

３ 「活かすＤＢ」の分析事例 

４ おわりに 

○問い合わせ先

農林水産省 関東農政局 統計部 経営・構造統計課 

電 話 ０４８－７４０－０５８４ 

●「活かすＤＢ」に掲載しているデータ（平成 2９年 1 月１日現在）

  統計データ：農林業センサス、国勢調査、経済センサス、将来推計人口、集落営農実態調査 

行政情報等：農業基盤情報基礎調査、多面的機能支払交付金、中山間地域等直接支払交付金、国土数

値情報（指定地域、各種施設等） 

農業集落境界データ：農業集落境界・旧市区町村境界・市区町村境界
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雄川堰
（群馬県甘楽町）

長野堰用水
（群馬県高崎市）

村山六ヶ村堰疏水
（山梨県北杜市）

滝之湯堰・大河原堰
（長野県茅野市）

拾ヶ堰
（長野県安曇野市、松本市）

源兵衛川
（静岡県三島市）深良用水

（静岡県裾野市他）

【編集発行】
関東農政局国営土地改良事業地区 営農対策委員会事務局 農村振興部農村環境課
〒330-9722 埼玉県さいたま市中央区新都心2-1 さいたま新都心合同庁舎2号館

TEL 048-740-0510（ダイヤルイン） FAX 048-740-0082

国際かんがい排水委員会(ICID)は、かんがいの歴史・発展を明らかにし、理解醸成を図る
とともに、かんがい施設の適切な保全に資することを目的として、建設から100年以上経
過し、かんがい農業の発展に貢献したもの、卓越した技術により建設されたもの等、歴史
的・技術的・社会的価値のあるかんがい施設を登録・表彰するために、世界かんがい施設
遺産制度を創設しました。

登録により、かんがい施設の持続的な活用・保全方法の蓄積、研究者・一般市民への教
育機会の提供、かんがい施設の維持管理に関する意識向上に寄与するとともに、かんがい
施設を核とした地域づくりに活用されることが期待されています。

国際かんがい排水委員会（本部所在地：ニューデリー）
かんがい排水にかかる科学的・技術的知見により、食料や繊維の供給を世界規模で強化することを目的として、

1950年に設立された自発的非営利・非政府国際機関で、75の国・地域が加盟しています。

日本全国では27ヶ所登録されています。
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